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誰でも、素早く、簡単に農村景観を予測する：農業農村整備事業によって整備される施設
は周辺景観に大きな影響を与えることから、魅力ある農村景観を守り、育てるために、事業後の景
観を予測し、適正な景観配慮対策を検討していくことが必要となります。当所が開発したシステム
は、事業実施上必要な画像処理機能のみを搭載し、メニュー数を減らし、操作性の向上を追求しま
した。また、理解しやすいインターフェイス設計、ドラッグ＆ドロップするだけの簡単な操作での
合成操作等、直感的な操作感を実現しています。要するに誰でも直ぐに修得できるのです。更に現
在開発中のWeb-GIS型景観画像データベースとネットワーク運用すれば、現場において、飛躍的
に実用性の高いツールとなります（図1）。
でも、農村景観は、文化的・生態的意味を持って、永い年月を経て形成された地域の生活と土地
の姿ですから、決して、視覚的側面だけで検討してはいけません。簡単だからと言って、「景観シ
ミュレーションをたくさんやって試せばいい。」なんて安易に考えないでください。
地域の生活があって、農業が営まれてはじめて成り立つのが景観ですから、景観シミュレータは
あくまでも地域住民と話し合うためのコミュニケーションツールだと考えてください（図2）。

（農村計画部集落計画研室長　山本徳司）

クリップウインドウから 
ドラッグ＆ドロップ 

レイヤの重ね合わせでシミュレート 

機能メニューはたった15個 

左上は現況ね。 
生き物のことを考え
ると、これはこれで
良い景観じゃない。 

せせらぎの散歩道を
整備したらどうだろ
うか。並木もあった
方が良いかな。 

図１　景観シミュレータのインターフェイス 図２　景観シミュレータはコミュニケーションツール

地域住民みんなで話し合い、自分達の地域にふさわしい景観を
保全し、創造していく場合に、景観シミュレーションが役立つ。

現　況 景観シミュレーションによる修景
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土地とコミュニティーと
産業とをつなぐ水

監　事

石 川 敬 義

イギリス、ドイツなどヨーロッパの農業・
農村は活力があり美しい。アメリカの農業・

農村は合理的でパワフルである。わが国は時

代の転換点で海外に範を求めてきた。明治維

新ではヨーロッパに、戦後はアメリカを手本

にした。そして今、わが国の農業・農村づく

りは欧米型へ、さらに一歩近づこうとしてい

るかのように見える。欧米は牧畜中心、日本

は水田稲作中心という根本的な相違点がある

にもかかわらず、である。

ヨーロッパの農業・農村からは持続可能性
や経営多角化や生態系を重視しながらコミュ

ニティーと産業と環境とを調和させる思想を

感じる。アメリカの農業・農村からは広大な

土地を生かし市場原理を中核に競争力ある事

業体を育てる思想を感じる。日本の新たな

「食料・農業・農村基本計画」は、経営体強

化、集落合意、地域資源保全、顧客重視型生

産の欧米の考え方を強化し、経済のグローバ

ル化に適応しようとするかのように映る。

だが、日本の農業・農村の底流には2000
年かけて形成してきた固有の文化が今なお生

き続けている。水田稲作は土地とコミュニテ

ィーと産業とを水がつなぐ基本構造となって

いる。これは欧米には理解できない文化だが、

そこが経済のグローバル化で変質を迫られて

いる。そして、日本が今後もカネ持ち国であ

り続けられる保証はなく、フード・マイレー

ジが世界一、4食に1食の食料を捨てているカ

ネまかせの文化は長くは続かない。

農業工学研究所のミッションは「水がつな
ぐ土地とコミュニティーと産業」の課題を技

術面から解決することではなかろうか。農

業・農村を取り巻く情勢が激しく変化する時

に、固有の文化を守りつつ変質している課題

に立ち向かわねばならない難しい舞台が待

つ。解決すべき課題と解決できる技術とをマ

ッチングさせるには地域経営の観点が必要

だ。常に技術の存在意義の原点に立ち、農

業・農村の現場を元気にする研究所であり続

けたい。
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独立行政法人研究機関の平成16年度業務実績に対する農
水省独立行政法人評価委員会農業技術分科会による評価が終
了しました。
8月1日に農水省本館で第2回農工研部会が開催され、中村
祐三座長（全国農業協同組合中央会常務理事）小林正彦委員
（東京農大教授）、梶川融委員（太陽監査法人代表）、小崎
隆専門委員（京大教授）、永木正和専門委員（筑波大教授）、
中村良太専門委員（日大教授）の6名が出席。農林水産技術
会議事務局からは、丸山研究総務官、林首席研究開発企画官
他関係職員が、当所からは理事長他関係職員が出席。
当日は、同部会がまとめた評価結果（案）について、農工

研から質問、意見、反論を述べる形式で進められました。同
案では、財務内容をさらにわかりやすく表示する工夫を求め
る等としながらも、中期計画の達成に向けて順調に業務が実
施され、災害対応等の技術支援、業務の効率化の向上等にも
よく努めているとして、各種評価項目が全てＡ及び総合評価
もA（A、B、Cの3段階評価）が提示されました。
この結果を踏まえ、続く8月22日に農水省で第2回農業技
術分科会が開催されて総括討議がなされ、農工研の総合評価
(A)が確定しました。詳細は農工研のホームページ等で公表
します。 http://www.nkk.affrc.go.jp/joho/kokai4.html

（企画調整部研究企画科長 小林宏康）

農工研では、食料・農業・農村基本法（平成11年）に位置
付けられている農業生産・生活基盤の整備と推進、農業用水の
確保と有効利用等を通じた農村の振興など、国の責務として定
められている施策に対する技術的な貢献（研究成果の国家的技
術基準の制・改定への反映、行政現場における緊急かつ重要な
問題に対する機動的対応、技術者の育成等）、災害対策基本法
に基づく指定公共機関となり農業用施設の災害対策支援・防災
研究の促進という社会的責任を果たすため、行政部局との協力
の枠組みを協議する各種定例会議を開催しています。
「農村振興局の施策と農工研の連携に関する意見交換会」は、

農水省農村振興局の幹部（設計課長、技術調査官及び関係各課
の室長）と農工研の幹部（企画調整部長、研究部長他）で行う
定例会議であり、本年度は7月26日に農水省本館で開催されま
した。この会議では、農村振興局が所掌する施策と農業工学研
究の連携状況や問題点等の確認、行政ニーズと研究シーズの照
合等を行います。
農工研は、このような会議を通じて、農業農村整備事業を技
術面で支えるキーステーションとしての運営を自己点検してい
ます。

（企画調整部研究企画科長　小林宏康）

全国から選ばれた6名（高2）に対して、8月17日（水）
～19日（金）の3日間、4つのセッションを準備して、実
験、実習等を行いました。
・セッションⅠ「農業用水と水田の様々な役割を考えよう」
・セッションⅡ「水田を整備して節水と安定生産を実現しよう」

・セッションⅢ「地震時に地盤の中でどのような変化が起
こっているのかを理解しよう」

・セッションⅣ「地面の下の変化を探ってみよう！」
講習生は最後に、科学的な体験と農工研の社会的役割
について熱い感想を述べてくれました。

（企画調整部情報資料課長　野々上三四志）

7月30（土）、9:00－16:00、つくばリサーチギャラリー
の特別公開に共催機関として参画。夏休み中の多くの小学
生たちが科学で遊べる2つのコーナを設けて対応しました。

①当所が開発した土壌硬化剤（マグホワイト）で、いろい
ろな動物の置物を作ってみよう！
②茶碗一杯分のお米を作るのに必要な水を汲み上げてみよ
う。アルキメデスの揚水機！

（企画調整部情報資料課長　野々上三四志）

独法評価委員会による平成16年度機関評価がまとまる 独法評価委員会による平成16年度機関評価がまとまる 

農村振興局の施策と農工研の連携に関する意見交換会 農村振興局の施策と農工研の連携に関する意見交換会 

サイエンスキャンプ2005を実施 サイエンスキャンプ2005を実施 

「つくばリサーチギャラリーでの夏休み特別公開」に出展 「つくばリサーチギャラリーでの夏休み特別公開」に出展 

農工研のうごき 農工研のうごき 

実際に用水管理が行われている福岡堰周
辺で用水路の構造、機能などについて説
明を受ける。

トラクターにレーザーで制御するプラウ
やレベラーを装着したスパイラル（らせ
ん）工法で「ほ場傾斜化技術」を体験。

大型振動台を用いて地震時に起こる「地
盤の液状化」の再現模擬実験を行い、そ
の原理を理解する。

地面に電流を流す（模擬実験）ことによ
り、その流れやすさの違い（比抵抗値）
から地面の下の構造を探る。

土壌硬化剤（マグホワイト）で、いろい
ろな動物の置物を作ってみよう！

アルキメデスの揚水機にチャレンジ

夏休み中の小学生達に科学で遊ぶ場を提供
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レクリエーション行動には複数のレクリエーシ
ョン場所に立ち寄る周遊性があります。茨城県北
部の奥久慈地域におけるレクリエーション周遊行
動を調査したところ、次のような特徴が明らかに
なりました。農村をレクリエーションのための空
間として整備するためには、このような周遊行動
の特徴を考慮した整備計画を作ることが必要です。

観光客の年齢層によって立ち寄り場所が異なる
例えば、プールを中心とした運動施設の来場者

は10代以下の子供の割合が多く、景観・文化の鑑
賞場所は、50代以上の年齢層の割合が多くなって
います（図１）。施設の内容で訪れる年齢層に特
徴があります。

同行者に配慮して立ち寄り場所を組み合わせ
ている
プールを中心とした運動施設を訪れた10代以下

を含むグループについて、50代以上を含むグルー
プと含まないグループに分けて比較すると、50代
以上を含むグループは景観・文化の鑑賞場所に立

ち寄る傾向があります（図2）。グループの同行者
に配慮して立ち寄り場所を組み合わせています。

食事と買い物は周遊場所で多い
レクリエーションの活動内容を見ると、レクリ

エーションの主たる目的場所では、自然を鑑賞し
たり、温泉・プールに入ったり、各種の体験を楽
しんだりしています。一方、ついでに立ち寄った
周遊場所では、食事をしたり、買い物をする割合
が多くなっています（図3）。

主目的場所は事前に調べて、周遊場所は現地
の情報でも対応
レクリエーション場所を知った情報源を、主た

る目的場所と周遊場所で比較すると、主たる目的
場所では伝聞とテレビ・ラジオが相対的に多く、
周遊場所では看板が相対的に多くなっています
（図4）。主たる目的場所は多くが出発前に得た情
報で決められるが、周遊場所は現地で得られた情
報でも決められています。

研究成果 研究成果 

農村における
レクリエーション周遊行動の特徴 農村計画部 総合評価研

主研　蘭　嘉宜

図1 レクリエーション場所別の年齢構成

図２　グループタイプ別の周遊場所の比較

図３　主目的場所と周遊場所の活動の比較

図４　主目的場所と周遊場所の情報源の比較
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安定同位体比と農村水域の食物網
自然界には放射線を出さない安定同位体が存在

します。動物の体の12Cに対する13Cの比（炭素安
定同位体比：δ13C）は餌とほとんど変わらず、
14Nに対する15Nの比（窒素安定同位体比：δ15N）
は餌より3‰程度上昇する。このことを利用して
食物網の解析が可能です。
植物が作り出した物質が草食動物を経て肉食動物

に受け継がれ、分解後再び植物によって利用される、
物質循環機能が存在します。農村地域では、生産性
向上のための取り組みが進められるにしたがって、
この機能が脆弱化していると考えられます。
生態系を保全し、生物を媒介とした物質循環機

能を維持・増進させる農業農村整備事業の技術開
発に着手するため、国営農地再編整備事業いさわ
南部地区における水域生態系の食物網解析を行い
ました。

食物網の特徴
１．原川排水路の食物網（図１）は、付着藻類と
陸上植物の腐食物（陸起源有機物）から出発し
ていると考えられます。

２．アブラハヤの個体群には、δ13Cとδ15Nの低
い個体が確認され、異なる水域で生育した個体
が移動して個体群に加わったことが示唆されま
した。農村生態系における動物移動を安定同位
体比によって追跡できる可能性があることおよ
び広域的な生態系保全の必要性を示しました。

３．水路の底質がシルト～粘土質に偏った区間は、
底質が礫～粘土まで多様な区間と比べて陸起源有
機物や付着藻類が乏しく、水生昆虫と魚類も少な
かった。水路の底質と多様性は、ミティゲーショ
ン後における食物網の豊かさに影響すると考えら
れます。

４．山林と水田地帯の境界に位置する西風堤
ならいつつみ

の動
物は、陸起源有機物に依存していることが明ら
かになりました（図２）。

農業農村整備事業への応用
水路改修に伴って導入される代替ミティゲーシ

ョンを持続させるには、餌資源を確保することが
重要です。安定同位体比による食物網解析は、藻
類や陸起源有機物が生育・堆積でき、水生昆虫な
どの生息に適した水路技術の開発の契機となりま
す。この技術が施設更新時等に導入されれば、生
態系の物質循環機能が活性化されます。

研究成果 研究成果 

安定同位体比を用いて
農村水域における食物網を明らかにする 地域資源部 資源循環研

主研　森　淳
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図１　原川排水路の食物網を表す
δ13C－δ15Nマップ
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図２　西風堤の食物網を表すδ13C－δ15Nマップ

注：捕食者のδ13Cは餌とあまり変わらず、δ15Nは3
‰程度上昇するため、それぞれのグラフに示さ
れた生物は同じ食物網に属することがわかる。
図2の動物群集のδ13Cは図１より低く、陸起源
有機物に依存していることを示している。

（編集者注：この研究に対して平成17年８月、農業土木学会賞

論文奨励賞が授与されました。）
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死者行方不明者22万人以上という津波災害史上
最大規模の被害を出したインド洋津波から半年が
経過しました。現在、被災各国では日常の生活を
取り戻す努力が続いておりますが、農業被害に対
する復旧支援に関しては、今後の課題として残さ
れています。
2005年1月、2月の2回にわたり行った津波浸

水に伴う塩害、土砂堆積の被害調査に引き続き、
7月3日～7月10日に、8千人以上の死者行方不明
者を出したタイ南部において被災農地の復旧状況
の 調 査 を タ イ 政 府 土 地 開 発 局 （ L a n d
Development Department）職員と共に行いまし
た。1月の被災直後、及び2月の乾期の調査では、
津波の浸水を受けたほとんどの農地において生長
阻害を起こす塩分濃度を大きく超えており、塩害
が進行していました（図1）。今回は雨季における
土壌塩分の状態に注目し調査を行いました。写真
1に示すように被災農地の土壌の採取を行った結
果、降雨により深さ60cm以深まで塩分は洗脱さ
れていました。枯れかけていたゴムの木、椰子の
木は再び生長を始めていました。完全に枯れてい
たランブータンは切り倒され、新たにオイルパー
ムの栽培を始めていました（写真2）。しかし乾季
の再来により、下層部の塩分が再び集積する恐れ
があるため、今後も追跡調査が必要です。また果
樹が生長する間に収入が得られるような営農指導
も必要です。

これまでに得られた土壌塩分濃度分布の調査結
果は、農地復旧対策の参考にしてもらうため、土
地開発局パンガー事務所に早急に報告されており
ます。
（上写真はヒアリング調査に協力して頂いた農家
の方（右側二名）と著者。）
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タイ国南部の現地調査報告
－インド洋津波災害からの農地復旧状況－ 水工部 河海工水理研

中矢哲郎、丹治　肇、桐　博英

写真1 土壌採取状況

（パンガー県 Nam Khem地区ゴム園内）

写真2 塩害により枯死し切り倒されたランブータンと

新たに植栽されたオイルパーム（写真奥）

（パンガー県 Bang Niang地区混合果樹園内）

図1 津波被災農地の分布と採土、調査地点
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援農ボランティアと農家をつなぐ
“らくらく”ネットワークシステム

（本報は平成 17年 8 月 3 日、農工研がプレスリリースした内容の再録です。
本研究の内容は研究の進展と並行して、逐次報道されています。）

農家と援農ボランティアとの連絡調整のための「援
農支援ネットワークシステム」（特許出願2005-
004523）を開発し、その運用実験を行って実用可能性
を確認しました。

１．援農支援ネットワークシステムの概要
①農家、ボランティアは、それぞれ、自宅のパソコンや携
帯電話から、パスワード管理されたサーバーに、インタ
ーネットによりアクセスする（図１）。サーバーには、ス
ケジュールに関するデータベース、登録者に関するデー
タベースが蓄積され、スケジュールは随時自動的に更新
される。

②ボランティア側画面（図２）では、1ヶ月先までの農
家側の募集リストを閲覧することができ、それぞれ
の都合にあわせて応募する。

③ボランティアからの応募があると、農家にメールで
通知され、農家が画面上で依頼の確定を行うことに
より依頼が成立する。

２．モニター調査による実用可能性の検証
2004年11月、東京都内にて23名のモニター調査協力者
に携帯電話による援農支援ネットワークシステムの操作体
験（所要時間3分、写真）をしてもらい、感想を聞いた。

・画面は82％が見やすく、53％が操作しやすいと評価。
メールの自動送受信を備えた方法が、従来の電話連
絡に比べて支持された。
・農家側による日程変更について、モニターには３日前
程度までなら変更されてもよいという意見が多かった。
・ボランティア参加の条件として、収穫した野菜をも
らえることを挙げる回答者が多く、77％であった。
・1日のボランティア募集の人数は3～10人程度が適当と
する回答者が多いが、より少人数を希望する声もある。

【援農ボランティアの現状と本システムの意義】
・農業の担い手が不足する中で、都市住民が農業経営から
積極的に農業技術を習得しつつ、援農ボランティアとし
て、無償ないし僅かな謝礼で収穫作業や管理作業を手伝
うことにより、農業や農村さらに農村住民と親しみなが
ら農業を支援していく試みが注目されています。
・当所が実施した全国調査（平成16年11月～12月に、
全国の3082市町村を対象に実施。回答1797市町村）
によると、援農支援の行われている市町村は104で
６％でした。その半分近くを関東が占めています。
援農支援の運営主体は自治体33％、農家グループ
16％であり、その他に市民グループ等組織的色彩の
薄い民間が20％強となっています。利用農家と援農
参加者間の調整は、運営主体が行うもの60％、相対
による調整が21％となっています。
・今回開発した援農支援ネットワークシステムを利用
することによって、利用農家と援農参加者間の調整
に要する時間、負担を軽減することができます。
・また、この援農支援ネットワークシステムはNPO等
による流域圏管理にも拡張することが可能です。

本成果は、農林水産省委託研究プロジェクト「流域
圏における水循環・農林水産生態系の自然共生型管理
技術の開発（平成14～18年度）」及び農林水産省経営
局委託「平成16年度農村生活総合調査研究事業」の研
究資金により得られたものです。

【問い合わせ先】
研究推進責任者：農業工学研究所農村計画部長
工藤　清光　　Tel.029-838-7509
開発担当者：農業工学研究所地域計画研究室
八木　洋憲　　Tel.029-838-7549
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図2 操作の手順（例：ボランティア側）

図1 システムの概要

写真　モニター調査の実施状況
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循環灌漑による水田からの流出負荷削減のモデル分析
流域において、窒素に代表される栄養塩負荷管理を行うにあたり、非
点源負荷削減対策の重要性が増してきています。水田地帯には張り巡ら
された用排水路によって広域的な水の流れをコントロールすることが可
能であることから、そうした水利システムを活用した循環灌漑や排水の
反復利用による排出負荷削減対策が提案されています。そこで、仮想の
水田地帯を対象として循環灌漑による排出負荷削減の効果をモデル分析
しました。水田地帯からの排水は排水路へ集水され、調整池を経て灌漑
水として再利用されます。モデル分析では排水の循環灌漑率（=100×
［調整池への導水量］／［水田地帯からの排水量］）と仮想地区からの流
出窒素量との関係を分析しました。循環灌漑率が増加すると、水田の窒
素浄化効果がより高くなるため、流出負荷が減少します（図）。この仮想
地区では、循環灌漑率が約45%以上になると水田地帯への流入負荷より
流出負荷の方が小さくなります。このことは循環灌漑が水田地帯からの
負荷削減に大きく貢献できる可能性を示すものです。
（水工部水環境保全研　白谷栄作（現・農水省農地整備課補佐）、吉永育生、人見忠良）
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9月21日～22日、東京・秋葉原で 「つくばエクスプレス（TX）開通記念テクノロジー・ショーケース」が開催されまし
た。開催趣旨の“研究技術の産直フリーマーケット”に合わせて、当所は、地域の総意で魅力的な農村景観を形成するため、
修景画像を手軽に作成して、住民に提供できる「Ｗeb-GIS対応型農村景観シミュレーター」（本誌表紙グラビアご参照）を
出展し、農村振興に携わる関係者や産業界等にPRしました。
情報発信活動面などでのTX効果がおおいに期待されるところです。（編集子）
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図　循環灌漑率と水田地域に
おける窒素負荷の関係

6月20日から24日にロシア連邦サンクト・ペテルブル
グで開催された第31回国際環境リモートセンシングシン
ポジウムに参加し、農業・砂漠化セッションで「（衛星デ
ータの）目視判読と相互情報交換を利用して持続農業生
産向上に役立てる農民参加型アプローチ」の題名でポス
ター発表を行いました。衛星データの可能性を広げる試
みとして好意的な反応が多くありました。世界各国から
300名以上の専門家が参加し、衛星データを使って広域
で長期観測し、地球温暖化によると考えられるシベリア
の植生変化を把握した成果なども議論されました。

（企画調整部研究技術情報官　山田康晴）
ポスターセッション会場にて、筆者ロシアやドイツの研究者たちと交歓
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